
資料 １ 

新生須賀川水環境整備計画 

農業集落排水と水環境 農業集落排水と水環境 
   流域を単位とした生活排水対策 

～次世代に引き継ぐ豊かな水環境のために～ 
 

今後の汚水処理のあり方に関する検討会有識者等委員会 

 

須賀川市建設部 

下水道課
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下水道課
牡 丹 ボータン 

位置図  
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地勢図及び下水道整備構想図 
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須賀川市の行政人口推移（人口問題研究所） 
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各事業の進捗状況（H22年3月末現在） 

公共下水道 

○流域関連 ○流域関連

  整   備   率 915.2／1,792.9≒51.0％ 

接続可能人口 30 664人  接続可能人口 30,664人

 ○特定環境保全 

整 備 率 100％（整備完了）  整   備   率 100％（整備完了）

  接 続  人 口 433人 

普 及 率 31 097人／80 275人 100≒38 7 普 及 率 31,097人／80,275人×100≒38.7％ 

 水洗化率 24,489人／31,097人×100≒78.8％ 
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各事業の進捗状況（H22年3月末現在） 

農業集落排水事業 

 

 整備状況  完    了  １２地区 ( 41.3％) 

整 備 中 ４地区 ( 13 8％)           整 備 中  ４地区 ( 13.8％)  

           計画地区 １３地区 ( 44.9％) 

合 計 ２９地区           合    計 ２９地区  

 普 及 率 11,518人／80,275人×100≒14.3％ 

 水洗化率 10,733人／11,518人×100≒93.2％ 
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各事業の進捗状況（H22年3月末現在） 

浄化槽設置整備（個人設置型） 

 

 設置基数  1,988基 

 使用人口 12,924人（3,695世帯） 

普 及 率 12 924人／80 275人×100≒16 1％ 普 及 率 12,924人／80,275人×100≒16.1％

 
※ 設置基数1 988基のうち 基は 民間大規模宅地開発 ※ 設置基数1,988基のうち４基は、民間大規模宅地開発 

 （使用人口5,307人）を含む。 

※ 特定地域生活排水対策事業の使用人口（144人）を含む ※ 特定地域生活排水対策事業の使用人口（144人）を含む。 
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須賀川市汚水処理人口普及率及び水洗化率 

普及率 水洗化率 普及率 水洗化率 

公 共 下 水 道 38.7％ （31,090人）  78.7％ （24,489人） 

農業集落排水 14.3％ （11,518人）  93.2％ （10,733人） 

浄 化 槽 16.1％ （12,924人） 100.0％ （12,924人） 

合 計 69.2％ （55,532人） 86.7％ （48,146人） 合 計 69.2％ （55,532人） 86.7％ （48,146人） 
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農業集落排水と 
   流域を単位とした生活排水対策 

Ⅰ .経緯１・２ 

Ⅱ .概要１・２ 

Ⅲ .流域を単位とした生活排水対策 

Ⅳ .アンケートについて 
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Ⅰ. 経緯-１ 

１ 平成１７年４月１日、旧長沼町と旧岩瀬村と合併 
（人口約80 ４00人）  （人口約80,４00人） 

２ 合併に伴い本市水道水源釈迦堂川の支川稲川・
江花川の流域が市域となった。 江花川の流域が市域となった。 

３ 上流から繰り返し用水として使われ、また、水道
水源となっている、これら河川の水質保全が強く求水源となっている、これら河川の水質保全が強く求
められることとなった。 

4 市民からの要望を踏まえ河川流域を単位とした事4 市民からの要望を踏まえ河川流域を単位とした事
業展開と計画の見直しを行った。 
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Ⅰ. 経緯-２ 

１ 住民側の考え方 
（１） 自分達が使う水がきれいになることは良いことであ

り、上流域の整備をやってほしい。また、下流域のため
自分達の地区も整備してほしい。 

（２） 設置する人 しない人がいて 隣組（集落内）で統一（２） 設置する人、しない人がいて、隣組（集落内）で統一
ができない。 

（３） 浄化槽は維持管理が面倒であり、きちんとやる人、
やらない人がいる。 

（４） 集合処理でやれば、集落内の水はきれいになり、下
流側への影響も少なくなる  流側への影響も少なくなる。 

（５） 集合処理で取り組めば集落全体で統一的な整備が
できる。 
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Ⅰ. 経緯-２ 

２ 行政側の考え方 
（１） 生活排水対策事業は 公共用水域の水質改善（１） 生活排水対策事業は、公共用水域の水質改善

と保全に必須な事業である。 
（２） 各事業の特性を有機的に組み合わせ 地域（２） 各事業の特性を有機的に組み合わせ、地域

性・地縁性に配慮した、より効率的な事業展開を
図る。 

（３） 流域を１つの単位と考え、上流域から下流域ま
で連続的に整備を行い、早期の効果出現を図る。 

（４） 既存施設の有効利用を図る。 
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Ⅱ.概要-１ 

事 業 名 農業集落排水資源循環統合補助事業 

事業概要（釈迦堂川上流流域全体）                  表-1 

地 区 名 長沼地区 外14地区 

事業実施地区 稲川流域 
滑沢 大久保 北作（特環） 稲 松塚 大桑原地区   滑沢、大久保、北作（特環）、稲・松塚、大桑原地区 

江花川流域 
上江花 滝 長沼 小中 矢田野 木之崎1期   上江花、滝、長沼、小中、矢田野、木之崎1期 

  木之崎2期、保土原、古戸、岩渕・泉田地区 

所 在 地 須賀川市（釈迦堂川支流 稲川、同 江花川） 所 在 地 須賀川市（釈迦堂川支流 稲川、同 江花川） 

工 期 平成2年度～平成27年度 

総 事 業 費  14,804,440千円 
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, ,
※  は整備済地区 

Ⅱ 概要 ２Ⅱ.概要-２

1 稲川流域 〔特定環境保全公共下水道地区を含む〕 表 21.稲川流域 〔特定環境保全公共下水道地区を含む〕         表-2 

2.江花川流域                                  表-3 
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基本構想図 
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Ⅲ. 流域を単位とした生活排水対策について 

1. 処理区の統合 
2 合併浄化槽の有効利用 2. 合併浄化槽の有効利用 
3. 既存処理施設の有効利用 
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Ⅲ. 流域を単位とした生活排水対策について 

1. 処理区の統合 
（ ） 小規模な処理区（含処理施設）や 近接する処理区の統  （１） 小規模な処理区（含処理施設）や、近接する処理区の統

合により処理施設を減ずることで、イニシャルコストやラン
ニングコストの軽減を図る。 

     （木之崎１期地区と木之崎２期地区の統合） 
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木之崎1期地区 2期地区 般計画図木之崎1期地区・2期地区 一般計画図 
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Ⅲ. 流域を単位とした生活排水対策について 

2. 合併浄化槽の有効利用（上江花地区・小中地区） 
（１）集合処理区の設定に際し 長距離管路布設を避け （１）集合処理区の設定に際し、長距離管路布設を避け、 

   農業集落排水と同一事業として浄化槽を整備する。 

 

 （２）集合処理区外の家屋の、受益者分担金・使用料金に 

   ついては、地縁性に配慮し集合処理区内と同じ取扱いに  

する   する。 

    これにより地区内の統一性を図ることが可能となり、 

当該住民の不公平感を払拭することができる。   当該住民の不公平感を払拭することができる。 

 

 （３）集落全体の汚水処理人口普及率の向上につながる。 
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上江花地区 一般計画図
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小中地区 一般計画図
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Ⅲ 流域を単位とした生活排水対策についてⅢ. 流域を単位とした生活排水対策について 
                                 

3. 既存処理施設の有効利用 （処理区の結合）       
  

     （長沼地区と滝地区） 
    流域上流地区の整備に際し、当該処理区に新たな汚水処流域 流地区の整備に際し、当該処理区に新たな汚水処

理施設を建設することなく、下流域の既存汚水処理施設
を活用し、事業費の軽減と整備期間の短縮を図る。   
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滝地区 一般計画図 
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Ⅳアンケートについて 
小中処理区内で事業を立ち上げた際、アンケートを行った。 
（H19.9月） 
内容 １ 現況（合併浄化槽・単独浄化槽・汲み取り便所） 内容 １ 現況（合併浄化槽・単独浄化槽・汲み取り便所） 
    ２ 将来意向 
アンケート集計表                                  表－３ 
 戸数 率 現況 戸数 意向 戸数

（戸） 
率

（％） 備 考 

合併浄化槽 
３８戸 

 

農集排接続 ２２ ５８ 

合併浄化槽 １５ ３９ 現状のままで良い 合併浄化槽  
５１％ 

合併浄化槽 １５ ３９ 現状のままで良い 

不明 １ ３ 

単独浄化槽 
２０戸 

 

農集排接続 ５ ２５ 

合併浄化槽 ４ ２０ 単独浄化槽  
２７％ 

合併浄化槽 ４ ２０ 

単独浄化槽 １１ ５５ 現状のままで良い 

１２戸 農集排接続 ８ ６６ 

汲み取り便所  
１６％ 

合併浄化槽 ２ １７ 

汲み取り ２ １７ 現状のままで良い 

不明 ５戸 
６％ 

現況のまま １ ２０ 
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（現況について回答なし） ６％ 
不明 ４ ８０ 

計 ７５戸 



整備意向集計表 

● 個人アンケートでは半数以  
上が個別処理を望んでいた。 

● 本調査の結果を地元に公表
整備意向 戸数（戸） 率（％） 

表－４ 

● 本調査の結果を地元に公表
、地区の意思に委ねた。 

   （H19.10） 

農集排接続 ３５ ４７ 

合併浄化槽 ２１ ２８ 

● 区長から区の意向として 
  農集排整備との回答を得た。 
● 平成22年3月末現在 

単独浄化槽 １１ １５ 

汲み取り ２ ３ 
● 平成22年3月末現在 
  の同意率 

７４／７５＝９８ ７％ 

不  明 ６ ８ 

計 ７５ １００   ７４／７５ ９８．７％ 
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管理組合 

処理区（地区）ごとに設立された 

 ・早期接続（接続率の向上）  ・早期接続（接続率の向上） 
・宅内排水設備工事費の確保 

（農協からの融資を受ける） 

目的 

 （農協からの融資を受ける） 
・宅内排水設備工事をまとめて発注 

（工事費が安くなる）  （工事費が安くなる） 
・宅内排水設備工事の計画・設計委託をまとめて発注 

（委託料が安くなる）  （委託料が安くなる） 
・施設周辺の草刈り等 
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特定地域生活排水対策事業（個別処理）と特定地域生活排水対策事業（個別処理）と
農業集落排水（集合処理） 

１ 特定地域生活排水対策事業 

（戸別合併処理浄化槽整備事業）概要   （戸別合併処理浄化槽整備事業）概要 

  H6年ごろ水道水源釈迦堂川の水質が著しく悪化
したため、H7年度からその対策として稲田地域したため、 年度からその対策として稲田地域
（岩渕・稲）で合併処理浄化槽により生活排水の
処理に着手する。 

 設 置 基 数 処 理 人 口 事 業 期 間 

全 体 計 画 130基 560人 H6～H10 

実 施 状 況  55基 233人 H7～H10 

27 

特定地域生活排水対策事業（個別処理）と特定地域生活排水対策事業（個別処理）と
農業集落排水（集合処理） 

２ 現 状 

同地区は 本市下水道化構想（H13年度見直  同地区は、本市下水道化構想（H13年度見直 
し）で新たに農業集落排水事業による整備地区と
位置付けられ、同事業により整備が進められてい
る。設置された浄化槽は、下記の通り農業集落排
水に接続されている。 

 

 

設 置 基 数 農 業 集 落 排 水 
切 替 基 数 使 用 基 数 （ 残 数 ） 

55基 20基 35基 

※ 稲・松塚地区供用開始後に１基が接続替され、 

 最終的に浄化槽は、34基となる。 

基 基 基
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特定地域生活排水対策事業（個別処理）と特定地域生活排水対策事業（個別処理）と
農業集落排水（集合処理） 

３ 浄化槽から農業集落排水へ切り替えた利点 

（１）トータルコストの縮減（１）ト タルコストの縮減

  管理すべき施設数が減となるため維持管理費や
施設の更新費用が軽減される。施設の更新費用が軽減される。 

（２）リスクの軽減 

故障等の発生件数が少なくなり、良好な処理水  故障等の発生件数が少なくなり、良好な処理水
が確保される。 

（３）集落内の汚水処理人口が増加する。汚

※ 残３４基は、今後も維持管理を行っていく（集合処理になじまな

い個別処理に位置付られた地区に設置されている）。 
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各汚水処理施設の経営状況 
４事業の使用料と維持管理（収益事業に係る）４事業の使用料と維持管理（収益事業に係る）

（単位：千円、人、％） 

公共下水
道（流域） 

公共下水
道（特環） 

農業集落
排水 

特定地域
生活排水 

使 用 料 収 入 ① 366,317 7,036 137,665 2,709 , , , ,

普 及 人 口 ② 30,664 433 11,518 144 

接 続 人 口 ③ 24,060 429 10,733 144 

１ 人 当 た り ①/③ 15 16 13 19 

維 持 管 理 費 ④ 261,087 23,764 142,291 3,078 

１ 人 当 た り ④/③ 11 55 13 21 １ 人 当 た り ④/③ 11 55 13 21 

維持管理回収率 ①/④ 140％ 30％ 97％ 88％ 

※ 使用料は各事業及び旧須賀川・旧長沼・旧岩瀬の各地域によって異なる
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※ 使用料は各事業及び旧須賀川 旧長沼 旧岩瀬の各地域によって異なる。 



農業集落排水と資源循環農業集落排水と資源循環
 

須賀川市における農業集落排水関連の資源循環について 

１ 汚泥のコンポスト化 

   農業集落排水（特定環境保全公共下水道を含む）の汚泥を脱
水後、市内の民間コンポスト工場で学校給食の残飯等と混合し
てコンポスト化。（地域住民の提案により始まった）てコンポスト化。（地域住民の提案により始まった）

２ 菜の花プロジェクト（廃食用油のBDF化） 

   学校給食や家庭からの廃食用油を、市がスーパー等の協力を
得て回収し、市内の民間精油施設に売却後、民間企業でＢＤＦ
として販売している。 （地域住民の提案により始まった） 

また、菜の花畑の「肥料」として上記コンポストを使用している。   また、菜の花畑の 肥料」として上記コンポストを使用している。

※ 汚泥の有効利用については、「須賀川市生活排水処理基本計
画」の中でも、し尿、浄化槽汚泥を含めて、積極的に進めること
と明記されている  と明記されている。 
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沿線住民との協働（啓発活動） 

住民・近隣の小学校・中学校と合同で 

１ 河川環境美化活動（清掃・植栽） 

２ 水質調査（パックテスト 指標動物観察） ２ 水質調査（パックテスト、指標動物観察） 
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水質調査結果 
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